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1 はじめに
従来、原価管理に関する研究は製造業を中心に、原価企画や原価維持等の手法に焦点を当てて発展
してきた。だが、既存の原価管理研究は製品原価の大きな部分を占める設備投資のコストを所与と
し、原価管理システムと設備投資管理システムがどのように結合されるべきか等、原価管理と設備投
資管理の関係について明らかなことは極めて少ない。現在の日本企業の状況を鑑みると、現場の原価
改善活動は熱心に行われているが、設備投資に伴う過大なコスト負担がその改善効果を打ち消し、市
場での競争力を損ねているようにも見える。その解決には製造等の現場の原価管理活動と設備投資管
理を適切に結び付けていくことが必要である。
標準原価計算の原価管理機能の低下、およびそれに代わる新たな原価管理体系が提唱されるよう
になって久しい。その新たな原価管理体系は、一般に「原価企画 (targetcosting) J、 「原価維持
(cost sustainment) J、 「原価改善 (costimprovement) Jから成る枠組みを指す(岡本， 2000，
pp.855・857)。これは1960年代の「トヨタ自動車株式会社(以後、 トヨタ)J 1の原価管理体系に基づ
く o しかし、 トヨタは1980年代には原価管理の体系を、 「原価企画」、 「原価維持・改善」、 「設
*商学部教授
l 同社は、1937年8月に「株式会社豊田自動織機製作所(以後、豊田織機)Jの自動車部が「トヨタ自動車工業株式会社(以
後、 トヨタ自工)Jとして分離したことにより誕生した。 1950年4月、販売部門が「トヨタ自動車販売株式会社(以後、
トヨタ自販)Jとして独立したが、 1970年代の石油危機を通じて省エネに端を発した技術開発競争が本格化し、さらに
国境を越えた競争が激し〈なると、 1982年7月、工販の意思疎通を高めるために合併し、現在の「トヨタ自動車」と社
名を改めた。このような経緯から、本稿では「トヨタ」という呼称を「トヨタ自動車」だけでなく、その前身である「豊
田織機・自動車部」や「トヨタ自工」にも適用する。
2 トヨタの原価管理には海外の研究者からも関心が寄せられている。例えば、 Fosterand Horngren (1987)は、ジャ
スト・イン・タイムが原価計算に及ぼす影響という観点から、①製品原価に関する情報をより正確にする、②原価発生
に対する管理をより良くする、③原価計算システムを用いることで必要なコストを低減させる、という 3点を挙げ、考
察している (pp.l9-25)。また、 Seglundand Ibarreche (1984)は、ジャスト・イン・タイムやTQCの効用を説き、「こ
れらの考えから生じる会計システムの変化を検証しようJ(p.43)としている。このように製造機能以外における原価管
理に着目した研究が蓄積され、 Cooperand Slagmulder (1997)のように原価管理システムを、①将来の製品の原価を
管理すること、②既存の製品の原価を管理すること、③労働者の起業家精神を利用することといったように捉える (p.7)
研究も派生している。
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備投資企画」といった3本柱へと移行している(岡野.202. p.l13)。
この設備投資企画とは「設備の効率的な運用などでレートそのものを下げることによって原単位
あたりのコストを下げる活動J (岡野・小林.2015. p.45)のことである。だが、なぜ設備投資企画が
原価管理の体系に組み込まれたのかを取り上げた研究は少ない。そこで、本稿ではこのトヨタにおけ
る設備投資を歴史的に考察していき、それがいかなる理由から原価管理の体系に組み込まれるように
なったかを検討する。
2 1960年以前のトヨタの設備投資
2.1 創業期における設備投資一少量生産体制の構築
1937年の創業当時、 「大量生産を行なうほど、日本の自動車需要が高まっていないJ (前田.2008.
p.27)ため、 トヨタは少量生産体制を志向し、新設の挙母工場には高価であるが汎用の工作機械を置
いた。だが、その後の戦時体制でも終戦寵後のインフレ経済でも、移動手段として自動車への需要は
高まっており、増産が求められた。 1生産性向上に関し、まず思い浮かぶのは機械設備の導入・更
新である。だが、当時のトヨタには設備投資を行なうだけの資金がなかった。そのため、設備更新な
どできず、作業方法を改善させることでしか、生産性の向上は期待できJ (前田.209. p.41)なかっ
た。戦後直後の需要増進時は、 1946年に第2機械工場主任に就いた大野耐一氏らを中心に多台持ち等
の製造現場による改善策を通じ、増産が図られた。
だが、 1948年12月に連合国最高司令官総司令部 (GHQ/ SCAP : General Headquarters / Supreme 
Commander for the Allied Powers)が日本政府に「経済安定9原則」の実施を命じたことから、
1949年度の財政支出が抑制される等し、インフレから一転デフレに陥った。 1949年当時は「大増産時
代のあとをそのまま受けており、わが社[トヨタ]の経営も、需要について十分見通しを立てたうえ
で生産と販売とを調整する、ということが行われない状態にJ (トヨタ自動車工業編.1958. p.296) 
あった。そのため、インフレ経済を乗り切った時と同様、この時もトヨタは生産性向上等の方策で対
処しようとした。しかし、不況のために家計も企業も資金繰りに困窮し、 トヨタも月賦販売の代金が
回収できないでいた。そのため、巨額の決済を控え、その資金を融通できなければ、倒産するほかな
いというところにまで陥ってしまった。
1950年に入札資金繰りの問題に加えて業績がさらに悪化し、トヨタの経営陣も適正な生産規模を
探り始めた。後にトヨタ自販の社長を務めた加藤 (1981)は当時を次のように振り返っている。
市場の実勢と資金繰りをにらみ合わせて、今のトヨタにとって何台生産するのが適正
か。そして、その場合、必要な従業員は何人か。その算定作業が企画調査室長である私
に回ってきた・・・ (略) ・・・冷酷な数字が出た。月産八百五十台が限度と出たので
ある。その頃のトヨタ自工の生産能力は千四百台。これを八百五十台に落とすことは、
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千六百人の余剰人員の発生を意味する(加藤.1981. p.6-67) 
元々 、 トヨタの生産システムは創業者・豊田喜一郎氏が、日本の少ない需要に合うよう構築したも
のである。しかし、生産設備は需要に合わせて構築されたが、生産計画は販売計画と結びついていた
わけではなかった。それは当時の時代背景とも深く関わる。戦前は命令された台数を作ればよかった
し、戦後は配給統制で許容された供給量よりもはるかに需要のほうが大きかった。そのため、可能な
限り多くの台数を作れば良かった。問題となるのは、いかに生産性を上げるかということや、いかに
供給台数を多く認めてもらえるか交渉することであった。敢えて生産計画を販売計画と結びつける必
要などなかったのである。この時も販売予測と結びつけるのではなく、当初策定した生産計画を下方
修正して対応しようとした。その結果、過剰生産になってしまったのである。つまり、需要が変化し
でも、策定された生産計画に従ったまま生産するものであったため、その変化に対処できず、苦境に
立たされてしまったのである。
2.2 1950年代における生産設備の増強投資
(1)特需と労働生産性の強化
1950年4月、1.600人の人員整理を含む会社再建案を示して、同年6月、豊田喜一郎氏らは責任を
取ってトヨタから去り、代わってトヨタ系企業でも業績が好調であった豊田自動織機製作所の社長・
石田退三氏が社長に就いた。そして、 トヨタは新たなクルマづくり開始のため、米国・フォードとの
提携を模索し、その交渉に乗り出した。その直後に朝鮮戦争が勃発した。
朝鮮戦争では、米軍が戦地に地理的に近い日本から大量の軍需品を調達した。 1950年7月、在日米
軍調達部(JPA: Japan Procurement Agency)から各自動車メーカーに軍用トラックの発注が内示
された。トヨタは第1次トラック発注1.320台のうち1.00台の受注に成功し、それまでの業績不振から
一転、急激に業績回復を果たした。
当時のトヨタは月産960台を基準として、作業者数等の諸計画を立てていた(豊田.200. p.159)。
納期を厳守しなければならない大量の受注が入ってきた場合には、それに合わせて新たに作業者を
雇うのが一般的であった。しかし、特需に沸いた中、社長の石田氏は「最後まで人員の膨張を押さえ
る方針に出た。いくら多忙といっても、事変は一時的なもの、特需は文字どおり特別なものと考え、
『不況を切り抜ける』と同様に、また『好況を切り抜ける』手段の必要を痛感、そのようにブレーキ
をしっかり握ったJ (石田.1973. p.36)のである。つまり、労働力はそのままで、その生産性を高め
ることで増産体制に備えようとしたのである。
「新たに作業者を雇用せず、労働生産性を高めて増産に対応する」という石田氏の方針は、その後
のトヨタに大きな影響を及ぼした。需要が大きく膨らんでも、ギリギリの人員で増産に対応できたと
いう、その経験が前例となり、 「以後、 [トヨタは]他の企業に比べて二割から三割も少ない少人数
で同じ生産量を確保J (大野.1978. p.12)するという方針が築き上げられたのである。
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このように労働力の増大を抑制する一方、同時期のトヨタは「人手をふやす前に機械をふやせ、そ
れでも間に合わなければ、もう一つ新しい機械をふやせJ (石田.1973. p.36)と表現されるよう、生
産設備には巨額の投資を行った。この設備投資計画の立案において重要な役割を果たしたのが当時、
常務取締役であった豊田英二氏である。
(2)生産設備近代化5ヵ年計画
1950年代初頭、国産自動車メーカーはいずれも技術水準が高くなかった。そのため、多くの国産自
動車メーカーは外国車メーカーとの提携を通じて、その技術を学ばなければならなかった。トヨタは
フォードとの提携を検討していた。
1950年7月にフオ}ドを訪ねた豊田英二氏らは、鋳造、鍛造、熱処理等の新技術や、在庫管理、労
務管理、安全管理等やその教育方法、労働協約とその運用等、あらゆる面にわたり学んだ。特に彼ら
の目を惹いたのがマテリアル・ハンドリング(運搬管理)であった。当時、 トヨタの挙母工場にもベ
ルトコンベアは導入されてはいたものの、それはごく一部で、フォードのルージュ工場とは大きく異
なっていた。豊田英二氏はその様子を次のように述べている。
フォードはこのマテリアル・ハンドリングにおいて特に進歩したコンベヤーを使い、
延々120マイルに及ぶコンペヤーが工場内部に張りめぐらされている。つまり、自動車生
産用の各種各様の原材料、部品類がことごとくコンペヤーラインによって接続され、それ
が次第に完成されつつ間違いなく最後の一本の組立ラインに吸収結合されてゆくのである
(トヨタ自動車工業編.1967. p.328) 30 
フォードを視察した豊田英二氏らの成果を基に、 1951年2月、 トヨタは「生産設備近代化5ヵ年計
画」を策定した。これは1951-55年度にかけ、現有設備を修理したり更新して、生産能力を月産1.50
台から3.00台にまで倍増させるものである。当時既に「創立以来十五年もたっているのが多いので、
古いのを取換えたり、又最新の新しい高性能の機械や工具を輸入したり、固有機械の挽下をF受けたり
又国産メーカーに注文してJ (生島.1953. p.20)機械設備の充実が優先度の高い課題ともいえた。こ
の近代化5ヵ年計画は、現有設備に替えて最新のトランスファーマシンを導入したり、ラインの整備
による運搬管理の合理化に焦点を当てたものであった(トヨタ自動車工業編.1978. p.l78)。会社存亡
の危機から日が浅いにもかかわらず、巨額の設備投資が実施されたのも、社長の石田氏が次のような
考え方を持っていたからである。
3 との文章の初出は農田英二 (1950)rフォードのヲウヂ工場を見てJr流線型j. 1950年1月号である。なお、フォー
ドの副社長を務めたSorensen(2006)によれば、同社においてこのように大規模な工場が形成されたのも、 T型フォー
ドの生産規模が急速に拡大するにつれ、「サプライヤーはフォードが必要とする材料や部品を供給することができなくな
り、サプライヤーが追いつくまで生産を縮小、あるいは休止するか、自製するかという選択J(pp.171・172)に迫られ、
資材の安定供給のための内製化に取り組んだからだという。
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わたしは自動車工業へ来てからも、口をひらけば能率増進と生産性向上をやかましくい
い続けた・・・ (略) ・・・「これからは人聞の頭数で仕事をする時代ではない。人間の
頭数を揃えることも必要だが、さらにそれ以上機械による能率向上をはからねばならぬ」
と、わたくしは合理化の実現を「設備第一主義」に置いた(石田.1973. p.409) 
さらに、これらの投資を行えば、製品の品質「精度の向上と能率の増進、それにコストの引下げ」
(流線型.1953. p.6) といった投資効果が期待されたことも、実施の理由となっている。また、特需で
短期間のうちにトヨタの財務状態が潤い、この投資の約6割弱を自日資金で賄えるだけの資金を獲得
していたことも、そうした大胆な決断の背後にあった。
豊田英二氏らのフォード派遣は提携交渉の一環であった。その交渉自体であるが、結局破談に終
わった。しかし、フォードとの「提携交渉が打切られて、外車提携に一歩おくれたトヨタは、こん
どは逆に、“純国産車"を旗印にかかげ、 [昭和]二十八年には設計をかえ、工程を機械化することに
よって、約三割方コストを引下げ・・・ (略) ・・・こうして発表されたトヨペット・マスター、ク
ラウン・デラックスは、性能においても価格の点でも提携外車にそん色はないといわれるまでにい
たったJ(中村.1957. p.127)のである。
2.3 元町工場の建設ー量産体制の構築
1955年5月、通商産業省の国民事構想が明らかになり、トヨタでもこの構想に基づいてパブリカ
の開発が進められた4。パブリカ開発と平行し、 トヨタは新工場の建設を検討し始めた。パブリカの
需要には挙母工場での生産で対応可能とみられた。だが、クラウンの売れ行きが急速に拡大してい
た5。この需要拡大に応えようにも、挙母工場内の用地には新たな工場を建設する余地がなかった。
そのため、他の工場用地を確保し、そこにクラウンの量産工場を建設する計画が立てられた(トヨタ
自動車工業編.1978. p.222)。
ちょうどこの頃、挙母工場近郊の固有地が払い下げられるとの知らせがあった。そこでトヨタはこ
の固有地の払い下げを申請し、 1958年7月、それが認められた。
自動車産業は規模による経済効果が大きい産業である。よって、新工場をこれまでの敷地とは別の
地点に建設すると、その効呆が薄れてしまうと思われるが、豊田英二氏はこの新工場の建設につい
て、次のように述べている。
例えばクラウンならクラウンを2倍も 3惰も作ると言ったってそんなに売れるわけがな
いから、クラウンはいくら、コロナはいくらということになります。となると、必ずしも
4 1961年6月発売のパブリカの開発を機にトヨタでは原価企画が行われるようになった。これについては門回 (1993)、
田中 (1994)、岡野 (2002)、前回 (2006)、丸田 (2009)等に詳しい。
5 トヨタにおいてクラウンが発売されたのは 1955年1月のことである。その「売行きは好調で、月を追うごとに乗り心
地や耐久性についての評価も高まったJ(トヨタ自動車編.1987， p.297)という。なお、このクラウン開発の際、「部品点
数の多い自動車という大きなものをまとめるには、自動車全般のことがよく分かっている司令官が必要になるJ(和田編，
1999， p.72)ため、車両担当主査制度が導入されている。
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同じ工場でやる必要がないわけで、またやったから効率がいいわけでもない(下川・藤本，
2001， p.213) 
つまり、 1950年代末になると、 トヨタも様々な車種の自動車を製造するようになっており、異なる
車種を異なる工場で流すこととなっても、それほど能率に違いはないという。ただし、この新工場も
その後に建設した工場も、すべて挙母工場の近郊である。従って、敷地が別でも、ある程度の地理的
な範囲内に工場を建設しようとしていることが分かる。
1959年7月、新工場は工期通りに完成し、 「元町工場」と呼ばれるようになった。また、 1959年1
月に挙母市が「豊田市Jと改称されたことから、 1960年8月、従来の挙母工場は「本社工場」と呼ば
れるようになった。元町工場は量産を意識して設備や機械が整備され、ボデ}組付、塗装、組立の3
工程を一連のコンベアが結んでいた。こうした量麗体制の結果、 トヨタは2工場合計で月産1万台を
達成するに至った。こうして2工場を擁するようになったトヨタは組織体制を改め、 2工場の製造現
場を統括する「生産管理部J、工作機械や生産技術を統括する「生産技術部」を置いた。また、 1960
年、生産技術部に企画室が設置され、後年と比べれば不十分ではあったが、長期および年度の設備方
針が立案されるようになった(岩淵.1969. p.ll)。
高度経済成長期を迎え、モータリゼーションも訪れていた。 1960年代以降の自動車需要に応えるに
は2工場のみでは到底不可能で、さらなる量産設備の整備が倹たれていた。いわば、量産体制の整備
をきっかけに、 トヨタは設備投資を方針に基づいて実施するようになったのである。その方針に大き
な影響を及ぼしたのがMaxcyand Silberston (1959)の研究であった。
3 設備投資企画の必要性-1960"'70年代の設備投資ー
3.1 マクシー・シルバーストンの研究
自動車産業における製造原価を分析したMaxcyand Silberston (1959)は「長期的に見て、自動車
の製造原価は生産規模が拡大するとともに急激に減少するJ(p.l90)と述べている6。つまり、自動
車会社は早く生産規模を高めれば、それだけ他社よりも安い原価で製品を提供することができ、競争
力を高めることができるのである。
彼らの研究は、 トヨタの量産体制構築の方針にも影響を及ぼしている。当時、生産技術部に属して
いた小林 (1970)も「わが国の自動車産業の過去における重要な課題は、一刻も早く大量生産方式を
確立し、マクシー・シルバーストンカーブで知られる規模の経済を事受し、低コストの製品を生産す
ることJ(p.734)と論じている。 1960年代以降のモータリゼーションにおいてトヨタが主導的な役割
6 Maxcy and Silberston (1959)は「標準製品の生産規模が大きくなるにつれ、主に2つの方法で[生産]技術を変更
することにより、[製造]原価を低減させることができるJ(p.55)と述べ、①長時間、 1つの作業を行わせ続けられる
機械化を推し進めること、②パッチ生産 (batchproduction)を流れ生産(丑owproduction)へと転換することによって、
それが実現されるとしている。
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を果たすことができたのも、この理論に基づいて設備方針を立て、それに則って他社に先駆け量産設
備を整備したからだとも言える。
3.2 1970年までの工場建設
1960年7月、 トヨタは貿易自由化に備えて競争力を高めるため 7、月産5万台を目標とした「長期
生産計画」を策定した(トヨタ自動車工業編， 1978. p.24) 0 その計画では、本社工場でトラックを、
元町工場で乗用車を製造し、両工場に共通する基本工程は新設工場で行うこととしていた。そこでト
ラック・乗用車が共通して必要となる自動車エンジンの製造工場として、 1965年1月、 「上郷工場」
が建設された。上郷工場の機械加工工程には、広範囲にトランスファーマシンが導入された。さらに
各トランスファーマシン聞は自動コンベアにより結ばれ、連続的に加工が行われるような機械化が進
められた(トヨタ自動車工業編，1978. pp.247-249)。
工場や機械設備のために費消される原価は製品原価の一部で、 トヨタにとって低減させるべき対象
である。そのため、部品以外の仕入先にも「協農会J8と同様の組織を適用して、玉場建設や機械設
置等に関与する各社が連携し、これらの原価低減に取り組むことが期待された。こうして1962年4
月、型や治具等の各社が集まり、 「精豊会」が組織された。さらに同年1月、工場を短期間で建設す
るため、工事に係る土木、建設、機械、設備各社の連携を密にしようと、かつて結成した豊援会が
「栄豊会」と改称されている(トヨタ自動車工業編.1978. p.245)。
1960年代半ば、 トヨタは大衆車としてカローラを売り出すことにし、新たな乗用車専用工場として
「高岡工場」を建設した。豊田英二氏が述べるよう、 トヨタには1つの製造ラインで月産2万台とい
う単位があり、これを基準にラインの増設が図られている。
現在の見込みでいえば、月に2万台程度が1つの単位ですね・・・ (略) ・・・ 2万台
売れる車の計画ができればいいんですが、ぞれは売り出してみなければ実際には分からな
い。そう簡単にはいかんですよ。ただ一番乱暴なことをやったのは、カローラを作るため
に高岡工場と言う工場を 1つ作ってしまったことです。新しい車で新しい工場を作ってし
まって、そしてそれが光れなかったらいっぺんにおじゃんですよ。それがうまくいったか
ら、 トヨタ自動車は顔を出しているわけですけどね(下川・藤本.2001.pp.213-214) 
1965年5月、 トヨタは高岡工場建設を決め、翌年9月に第1期工事が完成した。これにより各工場
7 1953年10月に日本は「関税と貿易に関する一般協定 (GATT: GeneraJ Agreement on Tarifs and Trade) Jに仮加
盟し、 1955年9月に正式加盟している。当初は、戦後の復興を理由に、例外的に貿易管理が認められていたものの、や
がて日本が経済力をつけていくに従い、輸入自由化に対する国際的な要請が高まっていった。こうした圧力を受け、政
府は貿易自由化促進閣僚会議を設置し、 1960年6月、「自由化計画の大綱Jを策定した。日本が輸入自由化を義務とす
るGATTl1条固に移行したのは 1963年2月のことで、 GATTll条l王lに移行する契機となった「間際通貨基金 (IMF:
InternationaJ Monetary Fund) J 8条国への移行も 1964年4月に果たしている。これにより為替制限が廃止されること
になっており、強力な外国車メーカーへの対抗策が国産車メーカーに当時求められていた。
8協豊会については前回 (2014)を参照のこと。
? 。??
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の役割が規定された。さらに量産体制を強化するため、 1968年7月に「三好工場」を完成させ、足回
り部品や小物部品を集中的に生産した。こうして、高度経構成長期、 トヨタは急増する自動車需要に
応えられる生産体制を、速やかに整えていったのである。
1969年10月、政府は「自動車の資本自由化」を1971年10月から開始することに決定した。こうした
一連の決定に脅威に感じたトヨタは、当時社長に就いていた豊田英ニ氏が次に述べるよう、早急に年
産200万台体制を確立しようとした。
トヨタのとるべき対策は量産化である。自由化実施産前まで、つまり四十六口971J年
までには、年産ご00万台体制を確立してしまいたい・・・ (略) ・・・ダイハツ工業、
日野自動車への生産委託は、長い目でみれば今後増えよう。とにかく、今は関係会社を
含めて一刻も早く二00万台体制をつくりあげなければならない(トヨタ自動車工業編，
1978， p.311) 
この1969年時点で「年産二00万台を達成していたのは、数あるメーカーのなかでもGM、フオ}
ドのわずか二社にすぎJ(トヨタ自動車工業編， 1978， p.326)ず、これが欧米自動車メーカーと対等に
渡り合える一種の目安と考えられていた。当時の日本はモータリゼーションの波に乗っており、需要
が十分にあると見込まれていた。そこで、 200万台体制の確立を急ぐトヨタは乗用車市場における需
要に応えるために乗用車専用工場として「堤工場」を建設し、 1970年2月に稼動開始させた九図表l
は1970年時点のトヨタの工場の概要である。
図表1 トヨタにおける工場の展開 (1970年11月時点)
工 鍛 鋳 機 機 プ 溶 賞金 組 建物 機械台
場
械 械 レ 面 主要製品カ日 組
(積ロf)
数
名 造 造 工 イ寸 ス 接 装 立 (台) (数〕
本社 O O O O O O O O 698，000 13，579 16，975 各種トラyク
元町 O O O O O O 581，000 10，469 7，478 乗用車(クラウλ コロナ、マー クI)
上郷 O O O 450，000 8，932 4，396 エンジLペミッション
高岡 O O O O 472，000 4，341 5，753 乗用車(カロー ラ、スプリンター )
三好 O O 104，000 2，632 1，445 小物機械、ステアロング他
堤 O O O O O O O 433，000 3，028 3，648 乗用車(カリ}ナ、ゼリカ)
塩地 (1986a)p.79を一部修正。
9 豊田英ごら当時の経営陣は堤工場の建設後、「園内の工場建設はない。堤工場で最後との考えJ(楠，2004，p.30)であっ
たという。
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トヨタの量産体制確立に関してもう lつ重要なことは、豊田英二氏の言葉にあるようにトヨタ単独
ではなく、業務提携を結んだ他の自動車会社の協力を仰いで、これを実現しようとしていた点であ
る。そして、こうしき動きが本稿の趣旨である設備投資企画が原価管理体系に組み入れられるように
なった要因のlっと考えられる。
3.3 他社への生産委託
200万台の生産体制構築のため、 トヨタは業務提携を行っていた日野自動車やダイハツ工業等に生
産を委託する必要があった 10。それは1960年代以降の急激な自動車需要に対応するには、 トヨタの生
産能力だけでは不十分であったからである。また、この生産委託は供給能力増加のみならず、 トヨタ
に4つの原価低減効果を粛すものであった(塩地.1986b. p.70-71)。
①非量産タイプの車種等を委託することで、 トヨタは量産タイプの生産に集中でき、それによって
量産効果を高め、コスト低減を図ることができる
②大市場近辺の委託先企業の工場で組立を行うことで、輸送コストを低減できる
③同じプランドや同じタイプの車種を複数企業に委託することで、委託企業聞で原価、納期、品質
等での競争を促し、コスト低減を図ることができる
④委託先企業の独畠ブランドの車種とトヨタの車種とで部品共通化を行い、コスト低減を図ること
ができる
従来、 トヨタ社内の生産については生産管理部門に任せればよかった。しかし、生産委託を開始す
ると、総合的に検討を行うために「総合企画室Jが設けられた(トヨタ自動車工業編.1978. p.328)。
原価低減効果を考慮して、設備投資と生産委託がなされるようになったのである。すなわち、どの生
産設備を利用して生産すべきかと考えることが製品原価の低減に結ぴ付くようになったため、原価管
理の一環として設備投資企画が重んじられるようになったと考えられるのである。
また、当時「新規投資は原価企画、設備投資企画としてプロジェクト別に、設備予算管理として年
度別に生技部が中心に決定しているJ (堀尾・福永.1974. p.36)とされるように設備投資は生産技術
部門の管轄であった。そして1970年前後に生産技術部門も現場の原価低減活動と直接関係するように
なってきた。これも設備投資企画が原価管理体系に組み込まれるようになった一因と考えられる。
3.4 原価低減のための生産技術部門と他部門との連携
大野耐一氏が機械工場の主任に就任して以来、現場の原価低減活動は生産管理部門が主導してき
た。しかし、当初、生産管理部門だけで行えた変革も、徐々にその範囲が広がると、 「主にハード面
10 トヨタと日野自動車との業務提携は1966年10月、ダイハツ工業とは1967年1月に開始している(トヨタ自動車，
2013. pp.220・.23)。
? ?? ?
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を担当し、工場を建て、生産機械を設置し、生産活動に移れるまでの物的手配をするJ (田中.2005.
p.216)生産技術部門の力を借りなければ進められなくなってきた。
生産技術部長等を務めた野口 (2001)によれば、現在では電子化等のためエンジンの方が高くなっ
てしまったものの、 「当時の車両コストに占めるボデーの割合は二十五~三十五パーセントを占めて
いた。ボデーは部品点数が多く、製造工程も三~七工程を要し、価格の高い鋼鉱を使い必ずスクラッ
プが数十パーセントでるといったことが[製品]原価を高くしていたJ(p.l54)。そのため、生産技
術部門は歩留まりを上げる機械設備の開発・改良に携わり、それによって原価が低減された。
しかし、その生産管理部門と生産技術部門の目指す方向が必ずしも一致していたとは雷えなかっ
た。後年、 トヨタの副社長・副会長を務めた池淵浩介氏は、その生産管理部門と生産技術部門との関
係を次のように述べている。
生産技術で加工スピードが高まると、ある量がまとまらないとなかなか効率よくやれ
ない。プレスではロットになり、熱処理ではパッチになる・・・ (略) ・・・大野[耐
ー]さんは、それを流れにしようと目指されたので、現場の技能の向上だけでなく生産
技術が必ずいる。プレスの段取りにしても、現場の技能や改善だけでは限界があり、更な
る向上を図るためには、生産技術震にトヨタ生産方式を理解してもらわないことには難し
い。生産技術屋がしょっちゅう大野さんに叱られていたのは、生産技術屋を引っ張り込む
という葛藤だったと思います。大野さんに、生産管理の若僧が現場で叱られるけど、それ
以上に生産技術者がぼろくそに叱られて逃げたくなるような雰囲気で鍛えられた・
(略) ・・・そして、オイルショックのちょっと前に、生産技術屋だった楠さんが生産管
理を担当されるようになった。楠さんが生産管理部へ来られた噴は、まだ生産技術との連
携はとられていない時代で、時々接点はあったが、それぞれが独立独歩でやっていまし
た・・・ (略) ・・・楠さんが生産管理に来られてから、生産技術者がトヨタ生産方式を
前向きに仕事のなかへ取り入れるようになりました(楠.2001. pp.380・381)。
ここにあるように、石油危機 (1973-74年)前に、生産技術者であった楠兼敬氏が生産管理部門
を担当する以前、生産管理部門と生産技術部門は別々に歩んでいたという。楠氏が生産管理を担当
するようになった具体的な年月は判明しないが、 1960年代末から1970年代初めにかけてのことと見
られる。
「生産管理と生産技術の担当者が一緒になって計画段階からラインをどのようにするかという検討
をさせ、同時にどんどん新しい技術を採り入れていったJ (楠.2001， p.382)楠氏の下、生産管理部門
と生産技術部門が相互に影響を及ぼしながらの改善も行われるようになった。その結果、 「国内総生
産に対して当社[トヨタ]がシェアを伸ばし得たのは、相対的に不足している設備能力を十二分に出
し切った製造現場の努力J (谷口.1972. pp.5-6)によると評価されるまでになった。つまり、限られ
た生産能力を最大限に発揮すべく、 トヨタの生産管理部門と生産技術部門は共に生産性向上のための
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改善活動を行った。その結果、生産設備の能率が高まり、台当たりの製造原価が低減されていったの
である。この連携に設備投資が原価管理体系に組み込まれるようになった端緒を見出すことができる。
4 むすび
本稿ではトヨタにおける設備投資を歴史的に考察し、いかなる理由から設備投資企画が原価管理の
体系に組み込まれるようになったのかを検討してきた。その結果、次の2つの理由から原価管理の一
環として設備投資企画が見なされるようになったと考えられる。
①1960年代末よりトヨタだけの生産能力ではモータリゼーションの需要に十分ではなく、提携会社
に生産委託を行うようになり、それが原価低減の点からも重要になったこと。
②1970年前後より、製造現場の原価低減活動と、設備投資を担う生産技術部との連携が進展し、原
価低減をさらに推進するには設備投資も一体的に考慮する必要が生じたこと。
本研究の意義は、 トヨタの資料も用いつつ、同社の創業から設備投資企画が原価管理体系に組み入
れられるようになった1970年代までの設備投資の変遷を明らかにした点である。特に原価維持・原価
改善の主たる担い手である製造現場(生産管理部)と関わるようになった経緯は示すことができたと
考えられる。だが、その後の原価企画と設備投資企画と関係については論及できていない。この点は
今後の課題としたい。
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